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県議会の改革に関する提言
　２０１４年５月の県議会第３回定例会において、「一般質問は１日６人」なるルールで日本共産党の一般質問をさせなかったことに関し、５０件を超える抗議や改善を求める声が寄せられた。
　その中には、「質問希望者が多いことは喜ばしいこと」「全員質問できるようにルールを見直すべき」などの声もあり、昨今問題になっている地方議員のありかたとの関係でも、言論の府である県議会において、多種多様な意見が反映され、民主的な運営がなされることを多くの県民が望んでいることも示された。
　こうした点もふまえ、以下の点で議会改革の提言を行うものである。

1） 質問を希望する議員全員が質問できるよう運営するとともに、会派代表質問権の見直しを行うこと。
　5月県議会における２日間の一般質問では、午前の終了時間は１１時３０分頃、午後の終了時間は３時４０分頃であり、石川県議会会議規則第１０条「会議時間は午前１０時から午後５時までとする」にてらしても、１人２０分の質問時間と答弁時間２０分の合計４０分の時間を確保することは十分できたはずである。

　「１日６人」の申し合わせの見直しも含め、発言通告した議員全員の質問権を保障するように議会運営を行うことを要望する。

　あわせて、「代表質問は７人以上の会派」という議運の申し合わせが１９９９年５月に行われているが、なぜ７人なのか明確な根拠はなく、結果として現在自民党だけの代表質問となっていることは改善されるべきと考える。

わが党は、地方自治法第１１２条・県議会会議規則１５条にも定められている、議案提案権をもてる議員定数１２分の１以上をもって、本県議会では４人以上の会派に代表質問権を保障すべきと提案したが、他の会派からも同様の声があがり、議運に提出された東海北陸７県議会でも１２分の１以上を目安に代表質問を行っているところが圧倒的多数である。
　これらを鑑み、来年３月の改選をまたず、代表質問のあり方の改善をはかるよう提言するものである。４人に満たない会派であっても、多様な意見が反映される見地から、当初議会では少数会派の一般質問を３０分にするなどの改善を検討するよう求めるものである。
また、質問趣意書の分量などの制限含めた詳細な運用基準などは、国会でも定められておらず、従前通り会議規則第６５条にある「簡明な」の運用にとどめるべきである。

２）県民公聴会、参考人招致、請願人の趣旨説明などを実施する。

　知事提案の重要議案において、会議規則第９６条も積極的に活用し、県民の意見を聞く県民公聴会の開催や、専門的意見の聴取のため参考人招致を行うようつとめ、議論に反映させるように提言する。
　また、同会議規則第９４条を充実させる見地から、請願審査において希望する請願者の趣旨説明を認め、請願議論の充実をはかるよう提案するものである。
３）県民に開かれた議会をめざし、テレビ討論会など公開の場での政策討論を行う。
４）議員の海外視察を中止する
　わが党はかねてから、不必要な海外視察の中止を求め、海外視察等検討会でもその旨発言をしてきた。

　議連と共催の「海外視察」などが恒常化しているのも検討すべきである。
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